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当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。

Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報

１．基本的な考え方

当社は、「誠意・誠実をモットーに社会に貢献出来る仕事を通じ、お客様に満足を戴き、その利潤によって社員一同がより豊かな生活の向上を目
指す」という企業理念のもと、株主をはじめ、顧客・取引先・従業員など当社を取り巻く全てのステークホルダーから信頼される企業であり続けるた
めに、コーポレート・ガバナンスの充実が経営上の重要課題の一つと認識し、整備を進めております。

この考え方に基づき、透明で健全性の高い企業経営を目指し、コンプライアンスの徹底を経営の基本と位置付け、あらゆる法令やルールを厳格に
遵守し、誠実で公正な企業活動を推進しております。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】

【対象コード】

2021年６月改訂後のコードに基づいて記載いたします。

【補充原則１－２④　議決権の電子行使のための環境整備】

現時点において、当社の株主に海外投資家はおらず、株主総会における議決権の電子行使の採用や招集通知の英訳は実施しておりません。今
後、株主構成の変化等状況に応じて検討してまいります。

【補充原則２－４①　社内の多様性確保】

当社は、規定の職位に相当する業務の遂行が期待される人材を、性別、国籍、年齢、新卒採用、中途採用の別にかかわらず、中核人材である管
理職に登用することを方針としております。具体的な多様性の目標値、社内環境整備方針及び実施状況の開示については、今後検討すべき課題
と認識しております。

【原則２－６．企業年金のアセットオーナーとしての機能発揮】

当社では、企業年金制度を導入しておりません。今後、企業年金制度の動向を把握し、導入する際は、適切な運用及び管理ができるような体制を
とってまいります。

【補充原則３－１②　海外投資家等の比率を踏まえた英語での情報の開示・提供の推進】

現時点において、当社の株主に海外投資家はおらず、英語での情報開示を行っておりません。今後、株主構成の変化等状況に応じて検討してま
いります。

【補充原則３－１③　サステナビリティについての取組みに関する開示】

当社は、現在サステナビリティへの取組みを開示しておりません。今後、開示をする際は、適切な情報をわかりやすく開示してまいります。

【補充原則４－１③　最高経営責任者等の後継者計画】

企業が継続的に成長していくためには、最高経営責任者等の後継者育成は重要な要素であると認識しております。当社では、取締役会及び経営
会議を通じて経営者の育成に努めており、今後は、指名・報酬委員会で後継者計画について審議を行う方針です。

【原則４－２．取締役会の役割・責務(2)】

経営陣の報酬は会社の業績や業績に対する貢献度を勘案しておりますが、中長期的な会社の業績や潜在的リスクを反映したインセンティブとして
の機能や、自社株報酬を活用した制度は導入しておりません。各経営陣幹部の状況や、社会・経済情勢を鑑み、指名・報酬委員会で審議し、検討
してまいります。

【補充原則４－２①　経営陣の報酬制度】

原則 ４－２の内容を実施してまいります。

【補充原則４－２②　サステナビリティを巡る取組みについての基本的な方針の策定】

サステナビリティへの取組みは重要であると認識しております。当社では、少子化対策の一環として子供が誕生した従業員に対して「子育て支援
金」を支給しております。また、大学と連携し、将来の建築家を育てるための取り組みとして「室内改装プロジェクト」を授業として行っております。今
後、必要に応じて基本的な方針の策定を検討してまいります。

【補充原則４－１１③　取締役会の実効性に関する分析・評価、結果の概要の開示】

当社では、取締役会の実効性の分析・評価を行う仕組みを構築しておりませんが、取締役会に社外取締役２名、社外監査役２名が出席しており、
それぞれの専門分野において活発な論議を行い、取締役会の実効性を強化するように努めております。

今後、取締役会の実効性についての分析・評価を定期的に実行し、公表することを検討いたします。



【コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示】

【原則１－４．政策保有株式】

当社は、政策保有株式として上場株式を保有しないことを基本方針としております。

【原則１－７．関連当事者間の取引】

当社は、関連当事者との取引が当会社と特別な関係を有する取引であるため、本来不要な取引を強要されたり取引条件が歪められる恐れがある
ため、注意する必要が高い取引であることから、当該取引を適切に牽制する必要があるとの認識のもと、「関連当事者取引管理規程」を制定し、
運用しております。

関連当事者取引については、翌事業年度に予定されている取引について、取締役会にて包括的に承認を受けており、その承認を受けた取引が実
行される都度、統括本部にて内容を検証する体制としており、包括承認された内容と異なる取引については、個別に取締役会の事前承認を必要
としております。

包括承認を受けた取引の実施状況については、監査役監査及び内部監査においても確認を行い、会社や株主共同の利益を害する懸念を惹起す
ることのないよう、監視できる体制を構築しております。

【原則３－１．情報開示の充実】

（ⅰ）経営理念は、当社ホームページにて開示しております。

（ⅱ）当社のコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方につきましては、本報告書Ⅰ―１「基本的な考え方」に記載のとおりです。

（ⅲ）取締役の報酬は、株主総会にて決定する報酬総額の限度内で、経営状況、経済情勢等を考慮して、取締役会の決議により決定しております
。2021年９月15日に開催された取締役会において指名・報酬委員会を設置しており、今後は諮問機関として取締役の報酬について答申を行う予
定です。

（ⅳ）取締役・監査役候補の指名にあたっては、会社の各機能、各部門をカバーできる知識・経験・能力のバランスを総合的に勘案して、取締役会
で決定しております。今後は、指名・報酬委員会で審議し、その答申に基づき取締役会において決定する予定です。

（ⅴ）取締役・監査役候補の選任理由については、株主総会招集通知に開示いたします。

【補充原則４－１①　経営陣に対する委任の範囲の決定、概要の開示】

当社では、職務権限規程に基づき、取締役会、代表取締役、部長等の意思決定機関及び意思決定者に対して、決裁、承認等に関する権限を明
確に定めております。

【原則４－９．独立社外取締役の独立性判断基準及び資質】

当社では、東京証券取引所が定める独立性の判断基準を参考とし、一般株主との利益相反が生じるおそれのない、独立性の高い社外取締役及
び社外監査役を選任しております。

【補充原則４－１０①　任意の諮問委員会】

当社は、過半数の独立社外取締役の選任には至っておりませんが、取締役会の諮問機関として2021年９月15日に開催された取締役会において、
独立社外取締役を委員長とし、独立社外取締役が委員の過半数を占める任意の指名・報酬委員会を設置いたしました。今後は取締役の指名・報
酬等の重要事項の検討に当たり、多様性やスキルの観点を含め、適切な関与・助言を得る予定としております。

【補充原則４－１１①　取締役会全体の知識・経験・能力のバランス、多様性及び規模の考え方】

当社は、定款に基づき、取締役７名、監査役３名の員数の範囲内で構成され、知識・経験・能力のバランスを勘案した取締役候補者を選定し、株
主総会の決議により選任しております。独立社外取締役においては他社での経営経験を有する者を含んだ構成となっております。

【補充原則４－１１②　取締役・監査役の兼任状況】

取締役・監査役の重要な兼職の状況については株主総会招集通知の参考書類や事業報告等の開示書類で開示しております。また、兼任先は当
社子会社をはじめとした合理的な範囲にとどまっており、当社取締役及び監査役としての職務を適切に果たしております。

【補充原則４－１４②　取締役・監査役に対するトレーニング方針の開示】

社内役員に対しては、会社法やコーポレート・ガバナンス等に関する知識、コンプライアンスや経営に関する有用情報等を提供しております。社外
役員に対しては、当社の経営理念、経営方針、事業活動及び組織等に関する理解を深めることを目的に就任時に説明を行っております。また、職
責や業務上必要な知識の習得のために様々な社内・社外の研修の機会を設けております。

【原則５－１．株主との建設的な対話に関する方針】

当社では、株主の利益に影響を及ぼす重要な事項については迅速にプレスリリースを行い、当社ホームページにも掲載することで、適切な情報開
示を行っていく予定であります。

２．資本構成

外国人株式保有比率 10%未満

【大株主の状況】

氏名又は名称 所有株式数（株） 割合（％）

長田　修 1,670,000 37.39

長田　久美子 1,144,000 25.61

ＯＳＡフィールド株式会社 365,000 8.17

長田　栄臣 80,000 1.79

長栄従業員持株会 68,200 1.53

山本　光伸 9,700 0.22

舩井　渉 9,000 0.20



北村　玲子 5,000 0.11

林　節子 5,000 0.11

株式会社松吉 5,000 0.11

支配株主（親会社を除く）の有無 長田　修、長田　久美子

親会社の有無 なし

補足説明

大株主の状況は、上場に際して行った公募・売出の状況を把握可能な範囲で反映したものとなっており、当該公募・売出しによって株式を取得した
株主の状況は反映しておりません。

また、システム上10名までしか記載されておりませんが、上記の他に、長村博、宮林昭美、松本晃代、古宮山孝夫、吉田英司、小山力、山川芳美
、藤岡善行、上野恒雄、杉村宗保、岩﨑和世、株式会社大豊産業、中路達雄、長嶋正晃、長嶋良夫、槇野常美、砂田直成が大株主上位８位と同
数の5,000株（0.11％）を保有しております

３．企業属性

上場取引所及び市場区分 東京 第二部

決算期 3 月

業種 不動産業

直前事業年度末における（連結）従業員
数

100人以上500人未満

直前事業年度における（連結）売上高 100億円未満

直前事業年度末における連結子会社数 10社未満

４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針

支配株主との取引等が発生する場合には、当該取引条件を一般の取引条件と同等の条件に照らし合わせて決定し、かつ公正で適切な取引関係
の維持に努めることにより、少数株主の利益を害することのないよう対応いたします。

関連当事者取引については、当該年度に予定されている全ての取引の合理性、妥当性を取締役会にて包括的に承認し、取引発生の事前に統括
本部にて検証する体制としております。包括的に承認した内容と異なる取引については、都度、取締役会の承認を必要といたします。

このような運用を行うことで、関連当事者取引を適時把握し、少数株主の利益を損なう取引を排除する体制を構築しております。

５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情

―――

Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況

１．機関構成・組織運営等に係る事項

組織形態 監査役設置会社

【取締役関係】

定款上の取締役の員数 7 名

定款上の取締役の任期 1 年



取締役会の議長 社長

取締役の人数 6 名

社外取締役の選任状況 選任している

社外取締役の人数 2 名

社外取締役のうち独立役員に指定され
ている人数

2 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k

田中　伸 弁護士 △

石畑　成人 他の会社の出身者

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

c 上場会社の兄弟会社の業務執行者

d 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

e 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

f 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

g 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

h 上場会社の取引先（d、e及びｆのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

i 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

j 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

k その他

会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

田中　伸 ○

田中伸氏は、2019年６月27日まで当社顧
問弁護士に就任しておりましたが、顧問契
約金額は僅少であり、社外取締役の独立
性に影響を及ぼすものではないと考えて
おります。

田中伸氏は、弁護士として数多くの不動産賃貸
・売買の訴訟に関わり、企業や不動産関連団
体の顧問等にも就任するなど、企業法務、不動
産業界にも精通しております。これらの経験に
よる幅広い見識に基づき、法律の専門家として
独立かつ中立の立場から有益な指摘・発言を
いただくことで、当社経営の適正性の確保に大
きく寄与いただけると判断し選任しております。
また、株式会社東京証券取引所が定める独立
性基準に照らして、一般株主との間に利益相
反が生じる恐れはないと判断し、独立役員に指
定しております。

石畑　成人 ○ ―――

石畑成人氏は、製造業からサービス業に跨る
幅広い業種の執行役員・取締役経験者として
培った企業経営、特に財務や企画部門に関す
る豊富な経験と監督能力、幅広い知見に基づ
き、取締役会において独立した客観的・専門的
な視点から有益な助言をいただき、業務執行に
対する監督など適切な役割を果たしていただけ
ると判断し選任しております。また、株式会社
東京証券取引所が定める独立性基準に照らし
て、一般株主との間に利益相反が生じる恐れ
はないと判断し、独立役員に指定しております
。



指名委員会又は報酬委員会に相当する
任意の委員会の有無

あり

任意の委員会の設置状況、委員構成、委員長（議長）の属性

委員会の名称 全委員（名）
常勤委員（
名）

社内取締役
（名）

社外取締役
（名）

社外有識者
（名）

その他（名）
委員長（議
長）

指名委員会に相当
する任意の委員会

指名・報酬委員会 3 0 1 2 0 0
社外取
締役

報酬委員会に相当
する任意の委員会

指名・報酬委員会 3 0 1 2 0 0
社外取
締役

補足説明

指名・報酬委員会を設置し、当委員会が指名委員会と報酬委員会の双方の機能を担っております。

【監査役関係】

監査役会の設置の有無 設置している

定款上の監査役の員数 3 名

監査役の人数 3 名

監査役、会計監査人、内部監査部門の連携状況

監査役会につきましては、常勤監査役１名と非常勤監査役２名の計３名で構成され、客観的・中立的な立場から取締役の職務執行を監視すべく、
過半数を社外監査役としております。

監査役会においては、主に、常勤監査役の日常監査活動報告、取締役会提出議案及び報告事項に対する検討、事業全般に対する業務部門へ
の意見具申の検討を行っております。また、会計監査人又は社外取締役、内部監査室との連携に基づく有効な監査のあり方についても検討して
おります。こうした検討事項について各監査役は監査役会開催日前においても適宜情報共有を行い、監査役会の効率的な運営を図っております
。

常勤監査役の活動として、代表取締役及び取締役との定期的な意見交換、内部監査部門からの定期的な報告聴取、各事業部門への往査、重要
な決裁書類の閲覧等を実施しております。

内部監査室と監査役は、随時のミーティングを通じて情報を共有するとともに、各々が実施する監査において相互に連携することにより、監査の効
率化・有効化を図っております。また、監査役会と会計監査人は、主として、会計監査についての報告会を通じて情報の共有化を行い、相互の連
携を図っております。

なお、三様監査につきましては、期中に監査実施状況報告会を開催し、その連携を図っております。

社外監査役の選任状況 選任している

社外監査役の人数 2 名

社外監査役のうち独立役員に指定され
ている人数

2 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k l m

平野　貢 税理士

田川　芳和 他の会社の出身者



※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社又はその子会社の非業務執行取締役又は会計参与

c 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

d 上場会社の親会社の監査役

e 上場会社の兄弟会社の業務執行者

f 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

g 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

h 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

i 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

j 上場会社の取引先（f、g及びhのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

k 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

l 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

m その他

会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

平野　貢 ○ ―――

平野貢氏は、大阪国税局に入局後、税務署長
、国税局の要職などを歴任され、退官後、長く
税務行政に携わってきことで得た経験・知識を
生かして税理士として幅広く活躍しており、財務
及び会計に関する相当程度の知見を有してお
ります。当社は、企業税務・会計の専門家とし
てその見識と経験をもとにした厳正な監査を期
待し選任しております。

田川　芳和 ○

社外監査役田川芳和氏は、1974年４月か
ら2004年２月まで当社の取引金融機関で
ある株式会社住友銀行（現　株式会社三
井住友銀行）に勤務しておりましたが、当
社との業務上の繋がりはなく、社外監査
役の独立性に影響を及ぼすものではない
と考えており、「会社との関係（１）」には記
載しておりません。

田川芳和氏は長年にわたり株式会社住友銀行
（現株式会社三井住友銀行）で勤務し、その後
、一般事業会社の取締役管理本部長として経
営に携わった経験から、企業経営、財務及び
会計に関する相当程度の知見を有しており、当
社の経営及び事業推進の監督及びチェック機
能を期待し選任しております。

【独立役員関係】

独立役員の人数 4 名

その他独立役員に関する事項

独立役員の資格を充たす社外役員を全て独立役員に指定しております。

【インセンティブ関係】

取締役へのインセンティブ付与に関する
施策の実施状況

ストックオプション制度の導入

該当項目に関する補足説明

当社の業績向上に対する貢献意欲や士気を一層高めるとともに、株主との価値共有を推進することにより、企業価値向上に資することを目的とす
るため、ストック・オプション制度を設け、その一環として新株予約権を付与しております。本報告書提出日現在、取締役の保有する新株予約権に
よる潜在株式数は52,300株であり、これは株式の総数（潜在株式を含み、自己株式を除く。）に対し1.09％に相当しております。

ストックオプションの付与対象者 社内取締役、従業員、子会社の従業員



該当項目に関する補足説明

当社では、当社及び当社子会社の取締役及び従業員に対し、当社の業績向上に対する貢献意欲や士気を一層高めるとともに、株主との価値共
有を推進することにより、企業価値向上に資することを目的とするため、ストック・オプション制度を設け、その一環として新株予約権を付与しており
ます。本報告書提出日現在、新株予約権による潜在株式数は349,000株であり、株式の総数（潜在株式を含み、自己株式を除く。）に対する潜在株
式数の割合は７.25％となっております。

【取締役報酬関係】

（個別の取締役報酬の）開示状況 一部のものだけ個別開示

該当項目に関する補足説明

2021年３月期における当社の取締役及び監査役に対する役員報酬は以下のとおりであります。

(１)役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

取締役（社外取締役を除く）　報酬等の総額254,650（千円）　固定報酬213,100（千円）　退職慰労引当金繰入額41,550（千円）　対象となる役員の
員数４（人）

監査役（社外監査役を除く）　報酬等の総額7,750（千円）　固定報酬7,000（千円）　退職慰労引当金繰入額750（千円）　対象となる役員の員数１（
人）

社外役員　報酬等の総額　8,700（千円）　固定報酬8,700（千円）　対象となる役員の員数４（人）

(２)報酬等の総額が１億円以上である者の報酬等の総額等

長田　修（取締役）　報酬等の総額146,950（千円）　固定報酬119,650（千円）　退職慰労引当金繰入額27,300（千円）

報酬の額又はその算定方法の決定方針
の有無

あり

報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容

取締役の報酬は、株主総会にて決定された報酬総額の限度内で、「役員報酬規程」及び「（別表）役員報酬額」を基準に算定し、取締役会の決議
により決定しております。

2021年９月15日に開催された取締役会において、独立社外取締役が委員の過半数を占める指名・報酬委員会を設置しており、今後は取締役の
報酬等の重要事項に関して、取締役会からの諮問に対する答申を受領することを予定しております。

【社外取締役（社外監査役）のサポート体制】

社外役員へのサポートは、統括本部及び総務部が主に行っております。株主総会、取締役会の開催にあたり議案及び資料等の事前配布を行うと
ともに、各役員からの問い合わせに対応しております。

２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項（現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要）

<取締役会及び取締役>

　当社の取締役会は、取締役６名（うち社外取締役２名）で構成され、当社の業務執行を決定し、取締役の職務の執行を監督する権限を有してお
ります。当社は、弁護士及び上場企業の役員経験者を社外取締役に選任し、より広い視野にもとづいた経営意思決定と社外からの経営監視を行
う体制としております。また、取締役の経営責任の自覚と職務執行の責任を明確にし、迅速で的確な意思決定を行うための体制作りも心掛けてま
いります。

<リスク管理・コンプライアンス推進委員会>

　当社では、全役員及び執行役員等をメンバーとするリスク管理・コンプライアンス推進委員会を設置し、四半期ごとに委員会を開催し事業本部の
リスク管理状況等を統轄・把握するとともに、その内容を取締役会、監査役会へ報告することにより、経営の健全性の維持・向上に努めています。
また、リスクアセスメントの実施、コンプライアンスの徹底や従業員への意識喚起、啓蒙を図っております。また、内部統制システムについても整備
、運用状況の有効性を確認しております。



<経営会議>

　経営会議は、常勤取締役と常勤監査役及び執行役員で構成されています。経営会議では、執行役員が、常勤役員に業務執行の状況を月次で
報告し、その課題点について討議することにより、経営情報の共有化及び業務執行の効率化を図っております。

<所長会議>

　所長会議は、各部、各事業所の責任者である所属長以上がメンバーとなっており、所属長から役員に対し、管理センターにおいては、管理物件・
自社物件の入居率、稼働率、強化物件、滞納等を、その他の部署は、売上・利益について月次で報告しております。所長会議は、現場の状況・課
題を共有する場であるとともに、役員と現場責任者との意思疎通を図る場となっております。

３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由

当社は会社法に基づき取締役会、監査役会、会計監査人を設置しております。

社外役員である取締役２名及び監査役２名はそれぞれの豊富な経験及び見識に基づき、独立かつ客観性のある立場から経営全般に対する適切
な助言・提言を頂くことで、監視・監査体制の強化を図っております。また、監査役、内部監査室及び会計監査人と連携することで、監査・監督機能
が充実するものと考え、当該コーポレート・ガバナンス体制を採用しております。

Ⅲ株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況

１．株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み状況

補足説明

株主総会招集通知の早期発送
株主が総会議案の十分な検討期間を確保することができるよう、招集通知に記載する情
報の正確性を担保しつつその招集通知の早期発送に努めます。

招集通知の発送に先駆けて当社ホームページに掲載することを検討いたします。

集中日を回避した株主総会の設定 事務日程を考慮しながらも、集中日を回避して開催するように努めております。

電磁的方法による議決権の行使 今後、株主構成の変化等状況に応じて検討してまいります。

招集通知（要約）の英文での提供 今後、株主構成の変化等状況に応じて検討してまいります。

２．ＩＲに関する活動状況

補足説明

代表者
自身に
よる説
明の有
無

アナリスト・機関投資家向けに定期的説
明会を開催

アナリスト・機関投資家向けの説明会は、半年に一度、本決算、第２四半期決
算の発表を終えて20日以内に開催し、その内容は、決算の概要、各セグメント
の状況、今後の見通しについてであり、その説明は、代表取締役が率先して行
う予定としております。

あり

IR資料のホームページ掲載
当社は、自社のホームページ内にIR情報をまとめたページを設け、決算情報、
決算情報以外の適時開示資料、会社案内、株主通信、有価証券報告書などを
掲載いたします。

IRに関する部署（担当者）の設置 当社のIRについては、統括本部が担当部署となっております。

３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況

補足説明

社内規程等によりステークホルダーの立
場の尊重について規定

企業理念（誠意・誠実をモットーに社会に貢献できる仕事を通じ、お客様に満足を戴き、そ
の利潤によって社員一同がより豊かな生活の向上を目指しております。）、経営方針（管理
業を通じて貢献する。）等を規定しております。

ステークホルダーに対する情報提供に
係る方針等の策定

当社はステークホルダーに適切かつ速やかに情報提供ができるように、法令の遵守及び
適時開示規程を規定しております。



Ⅳ内部統制システム等に関する事項

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況

当社は業務の適正性を確保するための体制として、2019年９月13日開催の取締役会において「内部統制システム整備に関する基本方針」を定め
る決議を行い、現在はその基本方針に基づき内部統制システムの運用を行っております。概要は以下のとおりであります。

１．取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

（１）当会社は、法令及び定款に基づき、会社の機関として、株主総会、取締役、取締役会、監査役、監査役会及び会計監査人を設置する。また、
取締役、監査役については、独立性のある社外取締役、社外監査役を選任する。

（２）取締役会は、原則として毎月１回開催することに加え、必要があるときは随時開催し、重要な業務執行に関する意思決定を適時に行うとともに
、各取締役の職務執行を適切に監督する。

（３）取締役は、財務報告の信頼性を確保し、また会社情報を適正かつ適時に開示するために必要な体制を整備する。

２．取締役の職務の執行にかかる情報の保存及び管理に関する体制

当会社は、取締役の職務の執行に関して様々な媒体で取り扱う業務上の情報について、保存や廃棄、管理の方法、保存期間、情報システムの運
用方法等を規程に定め、当該規程に従って管理体制を整備して、情報を適切に保存・管理する。

３．損失の危険の管理に関する規程その他の体制

リスク管理体制の基礎となる規程を定め、リスク管理体制の構築の所管部署を定めるとともに、事業に関連する様々なリスクの評価・検討を行っ
て適切な対策を講ずるほか、不測の事態が生じた場合には、迅速正確に事実関係を把握して適切な対応を取り得る体制を整える。

４．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

（１）経営計画において毎年度の基本的な経営方針を定め、取締役会においてその方針に沿った業務の進捗を適切に管理する。

（２）取締役会は、業務執行の迅速化と責任の明確化を図るため、執行役員を選任し、取締役会が決定した特定の業務領域における業務を執行さ
せる。

（３）各取締役の責任・権限及び業務の基本的枠組みを明確にして、意思決定を迅速かつ適正に行い、業務執行を効率的に行う。

５．使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

（１）コンプライアンスを尊重する社内風土を醸成するため、「リスク管理・コンプライアンス規程」を制定してコンプライアンス委員会を設置し、定期
的及び必要に応じて当会社のコンプライアンスの状況を調査し、必要に応じて取締役会に対して改善を勧告する。また、コンプライアンスに関する
使用者の意識を高めるため、適時に教育啓蒙を行う。

（２）コンプライアンス違反やその恐れのある場合を早期に発見し、またそれを未然に防止するため、通報を受け付ける窓口を設置して、速やかに
問題を把握するよう努め、適切に対処する。

（３）業務における適法・適正な手続き・手順を明示した社内規程・マニュアルなどを整備し、運用する。

（４）業務執行部門から独立した内部監査部門による内部監査を実施し、適法・適切な業務運営が行われていることを定期的に確認する。

６．当会社及び当会社の子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

（１）当会社と子会社との間においては、相互に緊密な連携を保って経営を円滑に遂行するよう努め、グループ全体としての業務の適正及び業績
の向上を目指す。

（２）当会社及びその子会社からなる企業集団として、グループ経営管理上必要な事項について、子会社に当会社との事前協議・報告を求める社
内規程を整備し、適切に運用する。

（３）当会社のリスク管理体制の基礎となる規程において、子会社特有のリスクの評価・検討・対策についても必要な措置を講じるべきことを定め、
グループ全体でのリスク管理を行う。

（４）当会社は、子会社に対し、取締役及び使用人の職務執行の適正を確保するためにコンプライアンス等に関する方針を提示し、必要な体制の
整備を求める。また、当会社のコンプライアンスにかかる通報受付窓口において、各子会社からの通報も受け付ける。

（５）当会社は、当会社の監査役が各子会社の監査役に就任し、もしくは、各子会社の監査役との情報交換を緊密にし、企業集団の監査の実効性
を確保できる体制の整備に努める。

（６）当会社の内部監査部門が、適宜、各子会社の内部監査を実施する。

７．監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

（１）監査役への報告に関する事項

①　取締役及び執行役員は、監査役が取締役会その他重要な会議に出席できるよう配慮し、監査役が求める事項について取締役等から適宜報
告する。また、取締役及び使用人は、監査役の求める決裁書類及び関係資料の閲覧に応じ、必要な説明を行う。

②　取締役は、内部監査部門の実施する内部監査の計画、内部監査実施状況及びその結果について、監査役に報告を行う。

③　監査役に対する資料提供や報告等を行ったことによって、当該報告者に対する人事上その他の不利益な取扱いは行わない。

（２）監査役の職務を補助すべき使用人に関する事項

①　監査役の職務を補助する使用人の任命・異動については、監査役の意見を最大限に尊重する。

②　監査役の職務を補助する使用人は、監査役の指揮命令下で業務を行う。監査役を補助する使用人を兼務する使用人は、監査役の指示業務
を優先して職務に従事する。

③　監査役の職務を補助する使用人に対する人事考課においては、監査役の意見を最大限に尊重する。

（３）監査役の職務の執行について生じる費用に関する事項

監査役の職務の執行について必要な費用は、当会社が負担する。

８．反社会的勢力の排除に向けた取組み

当会社は、法令及び社会規範を遵守し、良識ある企業活動を行う。市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力とは、取引関係を含め
関係を持たない。

２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

当社は、反社会的勢力と一切の関係を遮断し、反社会的勢力への対応態勢を強化することを目的として反社会的勢力対応規程及び反社・不当要
求対応マニュアルを定め、市民社会の秩序に脅威を与える反社会的勢力に対しては毅然たる態度で立ち向かい、反社会的勢力との一切の関係
を遮断する方針を堅持しております。具体的な内容としては、以下のとおりであります。

ａ．基本方針

当社は、当社事業に対する公共の信頼を維持し、業務の適正性及び健全性を確保するために、以下の方針に則り、市民社会の秩序や安全に脅
威を与える反社会的勢力との関係遮断を徹底しております。

(a) 取引を含めた一切の関係遮断

反社会的勢力とは、取引関係を含めて一切の関係を持ちません。また、反社会的勢力による不当要求には応じません。



(b) 外部専門機関との連携

反社会的勢力への対応に備え、平素より、警察、暴力追放運動推進センター、弁護士等の外部専門機関との緊密な連携を行っております。

(c) 不当要求に対する法的対応

反社会的勢力による不当要求に対しては、民事・刑事の両面から法的対応を行います。

(d) 裏取引や資金提供の禁止

事実を隠ぺいするための裏取引は、一切行いません。また、反社会的勢力への資金提供は、一切行いません。

(e) 組織としての対応

反社会的勢力対応規程に反社会的勢力の排除を規定し、従業員の安全確保に留意しつつ、組織全体として対応します。

ｂ．反社会的勢力排除に向けた社内体制等の整備状況

(a) 法務部が主体となり、社内研修等の場において定期的に注意喚起を行っております。

(b) 警察ＯＢである顧問が定期的に出先営業所を訪問し、適時の情報収集及び必要に応じ助言を行います。

Ⅴその他

１．買収防衛策の導入の有無

買収防衛策の導入の有無 なし

該当項目に関する補足説明

―――



２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項

―――




